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１ 北海道の都市計画区域 

 

資料表１ 北海道の都市計画区域と第３次北海道長期総合計画による圏域区分 

圏域名称 都市計画区域を有する市町 

道 南 圏 
函館市、北斗市、七飯町、福島町、木古内町、森町、八雲町、 
長万部町、江差町、せたな町、今金町 

  2市  9町 

道 央 圏 

札幌市、小樽市、江別市、北広島市、石狩市、室蘭市、登別市、
伊達市、千歳市、恵庭市、苫小牧市、白老町、安平町、厚真町、
むかわ町、夕張市、岩見沢市、美唄市、奈井江町、芦別市、 
赤平市、三笠市、滝川市、新十津川町、砂川市、歌志内市、 
深川市、当別町、倶知安町、共和町、岩内町、古平町、余市町、
南幌町、長沼町、栗山町、洞爺湖町、日高町、壮瞥町、 
新ひだか町、浦河町 

 21市 20町 

道 北 圏 
旭川市、鷹栖町、東神楽町、留萌市、稚内市、士別市、名寄市、
富良野市、上川町、美瑛町、上富良野町、下川町、美深町、 
増毛町、羽幌町、枝幸町、浜頓別町 

  6市 11町 

オ ホ ー ツ ク 圏 
北見市、網走市、紋別市、大空町、美幌町、斜里町、遠軽町、 
滝上町、興部町、雄武町 

  3市  7町 

十 勝 圏 
帯広市、音更町、芽室町、幕別町、新得町、清水町、大樹町、 
広尾町、池田町、本別町、足寄町、浦幌町 

  1市 11町 

釧 路 ・ 根 室 圏 
釧路市、釧路町、根室市、厚岸町、標茶町、弟子屈町、白糠町、
中標津町 

  2市  6町 

北 海 道 計 －  35市 64町 

注）    は線引き都市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ●函館圏
函館市、北斗市
七飯町

●北見

●小樽

●千歳恵庭圏
千歳市、恵庭市

●旭川圏
旭川市、鷹栖町、東神楽町

●釧路圏
釧路市、釧路町

●帯広圏
帯広市、音更町、芽室町、幕別町

●札幌圏
札幌市、江別市、
北広島市、石狩市
小樽市の一部

●苫小牧圏
苫小牧市、白老町
安平町、厚真町

●室蘭圏
室蘭市、登別市、伊達市

●虻田
洞爺湖町、壮瞥町

資料図１ 都市計画区域指定市町 

※栗沢は岩見沢と合併（Ｈ２１） 
※風連は名寄と合併（Ｈ２１） 

資料表２ 市町名と 
都市計画区域名が 
異なる区域 

区域名 市町名 

留辺蘂 北見市 

北桧山 せたな町 

女満別 大空町 

鵡川 むかわ町 

門別 日高町 

静内 新日高町 
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２ 特別緑地保全地区と風致地区の指定状況 

 

資料表３ 特別緑地保全地区の指定状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（平成２７年度末） 
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資料表４ 風致地区の指定状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（平成２７年度末） 

 
札幌市北区北２４条西１４丁目新川上の橋 
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３ 民間事業者との連携事例 

公園管理者と民間事業者が連携して、公園施設の整備や管理運営に取組

んでいる事例を紹介します。 

 

（１）ＰＦＩ事業（資料編Ｐ１７を参照） 

① 噴火湾パノラマパークビジターセンター等整備運営事業契約 

道立噴火湾パノラマパークの整備にあたり、北海道庁としては初めてＰ

ＦＩ事業を実施しました。 

【事業期間】 

・整備：平成１６（２００４）年～１７（２００５）年（２カ年） 

※公園６２．７haのうち、１２．３haをＰＦＩで施行） 

・維持管理・運営：平成１８（２００６）年～２０３０年（２５カ年） 

【管理施設】 

・センターゾーン（４．１ha）：パノラマ館（管理事務所、多目的体育館、

体験学習室、休憩スペース）、エントランス広場、メイン・第２駐車場 

・宿泊ゾーン （８．２ha）：オートキャンプ場（コテージ１２棟、オー

トテントサイト３０、フリーテントサイト１６）センターハウス、炊事

棟２棟 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料図２ 噴火湾パノラマパーク 

ＰＦＩ区域 
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（２）Ｐａｒｋ－ＰＦＩ事業（資料編Ｐ１８を参照） 

① 花の拠点における宿泊施設等整備事業（恵庭市） 

恵庭市が２０２０年度の供用開始を目指し事業を推進している花の拠点

整備事業の一環として、Ｐａｒｋ－ＰＦＩを活用し、花の拠点整備エリア

の一角に宿泊施設を整備し、運営する民間事業者を公募しました。 

【民間事業者が整備する公園施設】 

・公募対象施設：宿泊施設等 

・特定公園施設：休憩所、宿泊施設等の外構 

【事業スケジュール】 

・平成３０（２０１８）年８～９月に、公募設置等指針の交付 

・平成３０（２０１８）年９～１０月に、公募設置計画等の受付 

・平成３０（２０１８）年１０月に、事業者決定 

・平成３１（２０１９）年１月頃に、基本協定締結 

・平成３１（２０１９）年４月頃以降に、認定計画提出者による工事実施 

・平成３２（２０２０）年度中に、供用開始 

 

（３）Ｐａｒｋ－ＰＦＩ事業サウンディング 

平成３０（２０１８）年時点で、Ｐａｒｋ－ＰＦＩ事業の準備段階であ

るサウンディング（自治体が検討中の事業について、民間事業者の様々な

アイディアや意見を把握するための官民対話）が実施予定です。 

① 中島公園「官民連携にぎわい空間創出事業」（室蘭市） 

中島公園に立地している市立体育館を入江運動公園に移転を予定してお

り、移転、解体後の跡地にＰａｒｋ－ＰＦＩを活用し、都市公園の質の向上、

公園利用者の利便性向上を図るものです。 

【民間事業者が整備する公園施設】 

・公募対象施設：カフェ、レストラン等の飲食スペースを有する収益施設 

・特定公園施設：オープンテラス等の収益施設と一体的に整備される一般

公園利用者向け施設 

 

② 入江運動公園「官民連携にぎわい空間創出事業」（室蘭市） 

入江運動公園に、中島公園に立地している市立体育館の移転、市内に点在

するテニスコートの集約を予定しており、多くの利用者が見込まれることか

ら、現プロムナードの一部においてＰａｒｋ－ＰＦＩを活用し、都市公園の

質の向上、公園利用者の利便性向上を図るものです。 

【民間事業者が整備する公園施設】 

・公募対象施設：カフェ、レストラン等の飲食スペースを有する収益施設 
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・特定公園施設：オープンテラス等の収益施設と一体的に整備される一般

公園利用者向け施設 

 

③ 恵庭ふるさと公園再整備事業（恵庭市） 

平成３０（２０１８）年度に恵庭ふるさと公園再整備計画を策定、    

２０２１年度までに公園の再整備を行うこととし、その一部に、民間事業者

による地域とのコミュニティの場としての機能を有する収益施設の導入を

予定しています。 

【民間事業者が整備する公園施設】 

・公募対象施設：カフェ、レストラン、コンビニ等の収益施設 

・特定公園施設：トイレ、駐車場 

 

（４）設置許可（資料編Ｐ１６を参照） 

① 北海道こどもの国「砂川ハイウェイオアシス館」（北海道） 

当施設は、民間観光事業者が地域経済の活性化を果たす施設として活用す

るために、飲食物販施設の設置を申請し、本道が都市公園法第５条に基づい

て設置許可し、平成３（１９９１）年に開業したものです。 

 

② 大濠公園「公園内カフェ民間事業者公募」（福岡県） 

公園利用者からの気軽に利用できるカフェ設置の要望を受け、福岡県では、

飲食店運営事業者をプロポーザル形式で公募しました。 

・平成２１（２００９）年６月に、募集要項を配布し、民間事業者を募集 

・平成２１（２００９）年９月に、事業者決定 

・平成２２（２０１０）年に、スターバックスコーヒーが開業 

・事業者は、条例に基づき設置許可使用料を自治体に支払う 

・当施設は、第２４回福岡市都市景観賞を受賞（平成２２（２０１０） 

年度） 

 

③ 中之島公園「公園内レストラン民間事業者公募」（大阪市） 

本事業は、大阪市にとって、河川空間における社会実験として、公募によ

り選定された事業者が公園内の施設の建設から管理、運営まで一体的に行う

初の取組でした。 

・平成２１（２００９）年５月に、募集要項を配布し、民間事業者を募集 

・平成２１（２００９）年９月に、事業者決定 

・平成２２（２０１０）年に、「ＧＡＲＢ ｗｅｅｋｓ」と「“Ｒ”ＲＩＶ

ＥＲＳＩＤＥ ＧＲＩＬＬ＆ＢＥＥＲ ＧＡＲＡＤＥＮ」がオープン 
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・事業者は、大阪市と基本協定を結び、公園施設の設置許可を受け、使用

料を支払う 

・事業期間２０年間（原則３年ごとに評価し、支障がないと評価した場合

に継続する） 

 

（５）管理許可（資料編Ｐ１６を参照） 

① 上野恩賜公園「公園内オープンカフェ民間事業者公募」（東京都） 

平成２１（２００９）年「上野恩賜公園再生基本計画」により、竹の台・

文化施設エリアに中核となる大広場の創出が定められ、そこに屋外で飲食が

楽しめる新しい魅力として、オープンカフェの導入が示されました。 

・平成２１（２００９）年５月に、募集要項を配布、１０月に事業者が決

定 

・「上野の森 Ｐａｒｋ Ｓｉｄｅ Ｃａｆｅ」「スターバックスコーヒー上

野恩賜公園店」がオープン 

・東京都公園協会が、東京都より建物の管理許可を受け、使用料を支払う 

・東京都公園協会は民間事業者と業務委託契約を締結し、民間事業者が東

京都公園協会に管理費を支払って運営する 

・管理費は、店舗の改装・修繕、植栽管理、公園全体の公益事業に使う仕

組み 

・東京都と東京都公園協会の間の管理許可期間及び東京都公園協会と民間

事業者の業務委託期間はどちらも５年間 

・店舗は東京都が所有し、その建築については、東京都が躯体を建設し、

事業者が厨房内部の内装・設備を負担 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 山下公園「レストハウス管理運営事業」（横浜市） 

横浜市は、公園内の既存のレストハウスの活用に向け、民間のノウハウを

 

 

 

 

東京都 
（公財） 

東京都公園協会 

・店舗の改装・修繕 

・植栽管理 

・上野公園全体の 

公益事業促進など 

民間事業者 
事業者公募 

審査委員会 

使用料 

建物の管理許可 

管理費 

の用途 

管理費 

業務委託 

(５年間契約) 

審査・選定 
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取入れて売店・軽飲食機能を導入するために、管理事業者の公募を行いまし

た。 

・平成１８（２００６）年１２月に、募集要項配布 

・平成１９（２００７）年３月に、事業者決定、７月に開業 

・レストハウス内にコンビニ、カフェ、休憩スペースを設け、事業者は管

理許可を受け、使用料を支払って運営する 

・使用料から無料休憩スペース、トイレ、無料屋外休憩スペースの維持管

理費相当額の減免を受ける 

・売店の管理運営に必要な経費は事業者が負担する 

・無料休憩スペース、トイレ、無料屋外休憩スペースの施設・設備管理費

は自治体が支払い、一部事業者も行う 

 

４ 各種制度等の事例 

（１）みどりのストック効果を高める都市計画制度等 

① 緑地保全地域制度（都市緑地法第５条） 

都市近郊の緑地において、比較的緩やかな行為の規制により、一定の土

地利用との調和を図りながら保全する制度です。 

【指定要件】 

・無秩序な市街化の防止又は公害若しくは災害の防止のため適正に保全す

る必要があるもの 

・地域住民の健全な生活環境を確保するため適正に保全する必要があるも

の 

【指定主体】 

緑地保全地域は、都市計画法における地域地区として、都道府県(市の区

域内にあっては、当該市。以下「都道府県等」という。)が計画決定を行い

ます。 

【緑地保全計画】 

緑地保全地域の都市計画が定められた場合、都道府県等は当該緑地保全地

域内の緑地の保全に関する計画(「緑地保全計画」)を定めます。緑地保全計

画では、行為の規制または措置の基準を定めます。 

また、以下についても定めることができます。 

・緑地の保全に関連して必要とされる施設の整備に関する事項 

・管理協定に基づく緑地の管理に関する事項 

・市民緑地契約に基づく緑地の管理に関する事項 

・その他緑地保全地域内の緑地の保全に関し必要な事項 
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【行為の規制】 

緑地保全地域に指定されると、次の行為を行う場合に、都道府県知事（市

町の区域内にあっては、当該市の長。以下「都道府県知事等」という。）へ

の届出が必要になります。 

・建築物その他工作物の新築、改築又は増築 

・宅地の造成、土地の開墾、土石の採取、鉱物の採掘その他の土地の形質

の変更 

・木竹の伐採 

・水面の埋立て又は干拓 

・上記に掲げるもののほか、当該緑地の保全に影響を及ぼすおそれのある

もので政令に定めるもの 

【指定のメリット】 

緑地保全地域の指定には、土地所有者にとって次のようなメリットがあり

ます。 

・管理協定制度を併用することにより、管理の負担軽減が可能 

・市民緑地制度を併用することにより、地域の自然とのふれあいの場とし

て活用を図ることが可能 

 

② 特別緑地保全地区制度（都市緑地法第１２条） 

都市における良好な自然的環境となる緑地において、建築行為など一定

の行為の制限などにより現状凍結的に保全する制度です。これにより豊か

な緑を将来に継承することができます。 

【指定要件】 

・無秩序な市街化の防止、公害又は災害の防止のため必要な遮断地帯、緩

衝地帯又は避難地帯として適切な位置、規模及び形態を有するもの 

・神社、寺院等の建造物、遺跡等と一体となって、又は伝承若しくは風俗

習慣と結びついて当該地域において伝統的、文化的意義を有するもの 

・次のいずれかに該当し、かつ、当該地域の住民の健全な生活環境を維持

するために必要なもの 

•風致又は景観が優れているもの 

•動植物の生息地又は生育地として適正に保全する必要があるもの 

【指定主体】 

特別緑地保全地区は、都市計画法における地域地区として、市町村（１０  

ｈａ以上かつ２以上の区域にわたるものは都道府県）が計画決定を行います。 

【行為の規制】 

特別緑地保全地区に指定されると、次の行為を行う場合に、都道府県知事
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等の許可が必要になります。 

・建築物その他工作物の新築、改築又は増築 

・宅地の造成、土地の開墾、土石の採取、鉱物の採掘その他の土地の形質

の変更 

・木竹の伐採 

・水面の埋立て又は干拓 

・緑地の保全に影響を及ぼすおそれのあるもので政令に定めるもの 

【土地の買入れ】 

土地所有者が行為の制限を受けることにより、土地の利用に著しい支障を

きたす場合、都道府県知事等に対して、その土地を買入れる旨申し出ること

ができます。 

この場合、都道府県、市町、緑地保全・緑化推進法人がその土地を買入れ

ます。 

地方公共団体は、土地の買入れ費用や買い入れた土地の保全利用にあたり

必要な施設の整備費用について、国の社会資本整備総合交付金を活用するこ

とができます。 

【指定のメリット】 

特別緑地保全地区の指定には土地所有者にとって次のようなメリットが

あります。 

・優遇税制により、土地の所有コスト軽減が可能 

•相続税：山林及び原野については８割評価減（管理協定制度を利用し

た場合には、さらに２割の評価減） 

•固定資産税、都市計画税：最高１/２の評価減 

•所得税：譲渡所得の２千万円控除（地方公共団体等による買入れの場

合） 

・管理協定制度を併用することにより、管理負担の軽減が可能 

・市民緑地制度を併用することにより、地域の自然とのふれあいの場とし

て活用を図ることが可能 

 

③ 地区計画等緑地保全条例制度（都市緑地法第２０条） 

都市計画区域内に存する緑地について、地区計画等を活用して現状凍結

的に保全する制度です。 

【条例の設定】 

地区計画等(「地区計画」、「防災街区整備地区計画」、「沿道地区計画」、「集

落地区計画」)において、現に存する樹林地、草地等で良好な住環境を確保

するため必要なものの保全に関する事項が定められている区域内において、
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条例を定めることにより行為を制限します。 

【行為の規制】 

条例を定めると、次の行為を行う場合に、市町村長の許可が必要になりま

す。 

・建築物その他工作物の新築、改築又は増築 

・宅地の造成、土地の開墾、土石の採取、鉱物の採掘その他の土地の形質

の変更 

・木竹の伐採 

・水面の埋立て又は干拓 

・緑地の保全に影響を及ぼすおそれのあるもので政令に定めるもの 

【指定のメリット】 

・市民緑地制度を併用することにより、地域の自然とのふれあいの場とし

て活用を図ることが可能 

 

④ 緑化地域制度（都市緑地法第３４条） 

都市中心部では、都市公園等の整備による緑の確保に限界があることか

ら、市街地の大半を占める建築敷地を含めた緑化の推進を目的とし、一定

規模以上の建築物の新築や増築に対して、敷地面積の一定割合以上の緑化

を義務づける制度です。 

屋上緑化、壁面緑化も緑化施設として緑化面積に算入します。 

【指定の要件】 

都市計画区域内の「用途地域が指定されている区域内」で「良好な都市環

境の形成に必要な緑地が不足し、建築物の敷地内において緑化を推進する必

要がある区域」について、緑化地域を定めることができます。 

【指定の主体】 

緑化地域は、都市計画法における地域地区として市町村が計画決定を行い

ます。 

【緑化の義務付けの対象】 

・義務づけの対象となるのは、敷地面積が原則１０００㎡以上の建築物の

新築又は増築（条例で対象規模を３００㎡まで引き下げ可能） 

・増築の場合については、従前の床面積の２割以上の増築を行うものが対

象 

【緑化の義務付けの内容】 

・建築物の緑化率を原則として都市計画に定める緑化率の最低限度以上と

することを義務付け 

・緑化率の最低限度の上限：敷地面積の２５％ 
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⑤ 地区計画等緑化率条例制度（都市緑地法第３９条） 

良好な都市環境の形成を図るための緑化推進の観点から、条例で、緑化

率の最低限度を、建築物の新築等に関する制限として定めることができる

制度です。 

【指定の要件】 

条例を定めることにより、緑化率の最低限度を定めることができる地区計

画等の区域は、「地区整備計画」「特定建築物整備計画」「防災街区整備地区

計画」「沿道地区整備計画」です。 

【規制の内容】 

・建築物の緑化率の最低限度は、２５％を超えない範囲 

【指定のメリット】 

緑化地域制度では緑化率を定めることが実質的に不可能な地域について

も、緑化率の設定が可能となります。 

 

⑥ 緑地協定制度（都市緑地法第４５条、５４条） 

土地所有者等の合意によって緑地の保全や緑化に関する協定を締結する

制度です。地域の方々の協力で、街を良好な環境にすることができます。 

【対象区域】 

・都市計画区域または準都市計画区域内における相当規模の一団の土地ま

たは道路、河川等に隣接する相当区間にわたる土地 

【協定の種類と締結者】 

・４５条協定（全員協定） 

•既にコミュニティの形成がなされている市街地における土地所有者等

の全員の合意により協定を締結し、市町村長の認可を受けるもの 

・５４条協定（一人協定） 

•開発事業者が分譲前に市町長の認可を受けて定めるもので、３年以内

に複数の土地の所有者等が存在することになった場合に効力を発揮 

・協定締結者 

•土地の所有者（民間ディベロッパー等を含む） 

•土地の借地権者（地上権又は借地権を有する者） 

•土地区画整理事業の仮換地の使用収益権者 

【協定の内容】 

・緑地協定の目的となる土地の区域 

・緑地の保全または緑化に関する事項のうち必要なもの 

・緑地協定の有効期間（５年以上３０年未満） 
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・緑地協定に違反した場合の措置 

【締結のメリット】 

・関係者で話し合いを行い、街ぐるみで緑化を行うことによる計画的な緑

化の推進、地域の環境・景観レベルの向上 

・自治体ごとに助成措置を設けることにより、締結者への財政的支援が可

能 

 

⑦ 風致地区制度（都市計画法第８条） 

「都市の風致」とは、都市において水や緑などの自然的な要素に富んだ

土地における良好な自然的景観であり、風致地区は、良好な自然的景観を

形成している区域のうち、土地利用計画上、都市環境の保全を図るため風

致の維持が必要な区域について定めるものです。 

【指定主体】 

風致地区は、都市における風致を維持するために定められる都市計画法第

８条第１項第７号に規定する地域地区です。 

・１０ｈａ以上は都道府県・政令市が指定 

・１０ｈａ未満は市町村が指定 

・風致地区内における建築等の規制に係る条例の制定に関する基準を定め

る政令（以下、風致政令）で定める基準に従い、地方公共団体が条例（風

致条例）を制定 

【行為規制の内容】 

風致政令における行為規制の内容は以下のとおりです。行為を行う場合に

は当該地方自治体の長の許可が必要となります。 

・建築物の建築その他工作物の建設（建ぺい率、高さ、壁面後退） 

・建築物等の色彩の変更 

・宅地の造成等（適切な植栽等により覆われた率、のり） 

・水面の埋立て又は干拓 

・木竹の伐採 

・土石の類の採取 

・屋外における土石、廃棄物又は再生資源の堆積 

 

（２）都市公園等を柔軟に使いこなすための各種制度 

① 管理協定制度（都市緑地法第２４条） 

緑地保全地域、特別緑地保全地区の土地所有者と地方公共団体または緑

地保全・緑化推進法人が協定を結ぶことにより、土地所有者に代わって緑

地の管理を行う制度です。これにより、土地所有者の管理の負担を軽減す
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ることができます。 

【締結の内容】 

・管理協定の目的となる土地の区域（以下管理協定区域） 

・管理協定区域内の緑地の管理に関する事項 

・管理協定区域内の緑地の保全に関連して必要とされる施設の整備に関す

る事項（必要な場合に定める） 

・管理協定の有効期間（５年以上、２０年以下） 

・管理協定に違反した場合の措置 

【指定のメリット】 

管理協定の締結は、土地所有者にとって次のようなメリットがあります。 

・地方公共団体又は緑地管理機構が緑地の管理を行うことにより、管理の

負担が軽減 

・特別緑地保全地区においては、相続税は、特別緑地保全地区としての評

価減に加え、貸付期間２０年以上等の要件に該当する場合、さらに２割

評価減となり、土地の所有コストが軽減 

・一定面積以上の管理協定内の緑地の利用または管理のために必要な施設

の整備が国の社会資本整備総合交付金の対象 

 

② 市民緑地契約制度（都市緑地法第５５条） 

土地所有者や人工地盤・建築物などの所有者と地方公共団体又は緑地保

全・緑化推進法人が契約を締結し、緑地や緑化施設を公開する制度です。

これにより、地域の人々が利用できる公開された緑地が提供されます。 

【対象区域】 

・都市計画区域内の３００㎡以上の土地または人工地盤、建築物その他の

工作物 

・緑地保全地域及び特別緑地保全地区内の土地等も市民緑地の対象 

【契約の内容】 

・市民緑地契約の対象となる土地等の区域 

・次の事項のうち必要なもの 

•園路、広場その他の市民緑地を利用する住民の利便のため必要な施設

の整備に関する事項 

•市民緑地の保全や利用のために必要な施設整備に関する事項 

•緑化施設の整備に関する事項 

・市民緑地の管理の方法に関する事項 

・市民緑地の管理期間（５年以上） 

・市民緑地契約に違反した場合の措置 
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【締結のメリット】 

・地方公共団体や緑地保全・緑化推進法人が緑地の管理を行うことにより、

管理の負担が軽減 

・優遇税制により、土地の所有コストを軽減 

•相続税：契約期間が２０年以上等の要件に該当する場合、２割評価減 

•固定資産税、都市計画税：土地を地方公共団体に無償で貸し付けた場

合には非課税 

・一定面積以上の市民緑地について、緑地の公開に必要な施設の整備が社

会資本整備総合交付金の対象 

 

③ 市民緑地認定制度（都市緑地法第６０条） 

空き地等の民有地を、地域住民の利用に供する緑地として設置・管理す

る者が、設置管理計画を作成し、市区町村長の認定を受けて、一定期間当

該緑地を設置・管理・活用する制度です。 

【対象要件】 

・対象区域：緑化地域または緑の基本計画に定められた緑化重点地区 

・設置管理主体：ＮＰＯ法人、住民団体、企業等の民間 

【認定基準】 

・面積：３００㎡以上 

・緑化率：２０％以上 

・設置管理期間：５年以上 

【市民緑地設置管理計画】 

制度を適用するためには、市民緑地管理計画を作成し、市区町村長の認定

を受ける必要があります。市民緑地設置管理計画には次の事項を定めます。 

・市民緑地を設置する土地等の区域及び面積 

・市民緑地を設置するに当たり整備する施設の概要、規模及び配置 

・施設の整備の実施期間 

・既存の緑化施設の概要、規模及び位置 

・市民緑地を設置する土地等の区域の面積に対する緑化面積の割合 

・市民緑地の管理の方法 

・市民緑地の設置の予定時期及び管理期間 

・市民緑地の設置及び管理の資金計画 

【制度のメリット】 

・緑地保全・緑化推進法人が設置管理する認定市民緑地の土地に対し、固

定資産税・都市計画税について、原則１／３（１／２～１／６で規定）

の軽減（無償貸付及び自己保有に限る） 
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・緑地保全・緑化推進法人が設置管理する認定市民緑地における植栽、ベ

ンチ等の施設整備に対し、最大１／３まで補助（社会資本整備総合交付

金） 

 

④ 子育てや福祉の支援 （都市公園法第７条） 

都市公園法の改正に伴い、占用許可による都市公園内での、保育所その

他の福祉施設（通所のみに利用されるものに限る）の設置が可能となりま

した。 

【都市公園法の改正に伴い占用が追加された施設】 

・保育所、身体障害者福祉センター、老人デイサービスセンター、老人福

祉センター、地域活動支援センター、幼保連携型認定こども園など 

【保育所設置によるメリットの例】 

・保育所のイベントや、保育所内に地域に開かれたカフェの設置で地域住

民も交流 

・保育所内の授乳スペース、トイレを一般利用者に開放 

・保育所が公園清掃活動を地域団体と協働で実施 

・保育所建物の緑化、花壇の整備等によりうるおい、やすらぎの環境が充

実 

 

（３）官民連携によるみどりマネジメントを可能とする制度 

① 設置管理許可（都市公園法第５条） 

公園管理者以外のものに、公園施設の設置、または管理を許可する制度

です。許可を受けた事業者は、公園管理者に許可使用料を支払います。 

【許可の条件】 

公園管理者は、公園施設が以下のいずれかに該当する場合に許可できま

す。 

・公園管理者が自ら設け、又は管理することが不適当又は困難な施設 

・公園管理者以外の者が設け、又は管理することが公園の機能増進に資す

る施設 

【事業期間】 

・１０年を超えることができない 

・これを更新するときの期間についても同様 

【制度のメリット】 

・民間のノウハウを生かした効率的で質の高いサービスの提供が可能とな

る 

・公園施設の有効活用や、公園のにぎわい創出に貢献する 
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・民間事業者にとっては、事業機会・収益確保や、企業イメージのアピー

ル・向上につながる 

 

② 緑地保全・緑化推進法人（みどり法人）制度（都市緑地法第６９条） 

地方公共団体以外のＮＰＯ法人やまちづくり会社などの団体がみどり法

人として緑地の保全や緑化の推進を行う制度です。これにより、民間団体

や市民による自発的な緑地の保全や緑化の推進に対する取り組みを推進す

ることができます。 

【みどり法人の指定】 

・みどり法人となりうる法人は、一般社団法人、一般財団法人、特定非営

利活動法人（ＮＰＯ法人）、その他の非営利法人又は都市における緑地

の保全及び緑化の推進を目的とする会社 

・市区町村長が指定 

【業務の内容】 

・管理協定に基づく緑地の管理 

・市民緑地の設置及び管理 

・都市計画区域内の緑地の買取り及び買い取った緑地の保全 

・緑地の保全及び緑化の推進に関する情報収集と提供 

・緑地の保全及び緑化の推進に関する助言及び指導 

・緑地の保全及び緑化の推進に関する調査及び研究 

【制度のメリット】 

・みどり法人が特別緑地保全地区内の土地を買入れる場合、地方自治体が

買入れるのと同様の優遇措置が適用（土地所有者の申出により買入れる

場合に、譲渡所得には２０００万円の控除） 

・地方公共団体以外のＮＰＯ法人やまちづくり会社などの民間主体が緑地

の保全や緑化の推進に広く参加することが可能 

 

③ PFI事業（民間資金等の活用による公共施設等の整備促進に関する法律） 

公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術

的能力を活用し、国や地方公共団体が直接実施するよりも効率的・効果的

に公共サービスを提供することを目的とする事業です。 

【事業の類型】 

・サービス購入型：民間事業者が施設の整備を行い、地方公共団体がサー

ビス対価の支払いにより、投資を回収 

・独立採算型：採算性が取れる事業において、民間事業者等が施設の整備

を行い、利用者からの料金収入により投資を回収 
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・ミックス型：サービス購入型と独立採算型を合わせた形態 

・公共施設等運営事業：利用料金を徴収する公共施設等について、公共と

民間事業者の間で公共施設等運営権実施契約を締結し、民間事業者が利

用料金を徴収して収益とし自由な事業運営を行い、公共へ運営権対価を

支払う. 

【事業方式】 

・ＢＴＯ：民間が資金調達、設計、建設を行った後、所有権を公共に移転

したうえで、民間が運営、維持管理を実施する方式 

・ＢＯＴ：民間が資金調達、設計、建設し、一定期間民間が運営、維持管

理運営を実施した後、所有権を公共に移転する方式 

・その他に、ＤＢ、ＤＢＯ、ＢＯＯ、ＲＯの方式がある 

【事業のメリット】 

・設計・建設・維持 管理・運営の全部または一部を一体的に扱うことに

よる事業コストの削減 

・官民の適切な役割分担に基づく新たな官民パートナーシップの形成 

・民間に対する新たな事業機会の創出 

・施設の不具合リスク、大規模投資変動リスク、資産残存価値変動リスク、

サービスの品質低下リスク等包括的に事業関連リスクを民間に移転す

ることが可能となることによる、事業全体の効率的なリスク管理 

 

④ 公募設置型管理制度（Park-PFI事業） （都市公園法第五条の二～九） 

優良な民間投資を誘導し、財政負担の軽減を得ながら都市公園の再整備

や公園利用者の利便性向上を図るため、飲食店、売店等の公園施設（公募

対象公園施設）の設置または管理を行う民間事業を公募により選定し、そ

こから得られる収益を公園施設の整備・更新に充てる制度です。 

【事業の条件】 

公募対象公園施設を設置または管理する者は、公募設置等計画を公園管理

者に提出し認定を受け、園路、広場等公園管理者が指定する公園施設（特定

公園施設）の整備を一体的に行う必要があります。 

【特例事項】 

・公募設置等計画の認定の有効期間は２０年（従来の設置管理許可は１０

年） 

・公募対象公園施設の建蔽率は１２％（通常、飲食店、売店等の便益施設

は２％） 

・認定公募施設等計画に基づく、自転車駐車場、看板、広告塔を利便増進

施設（占用物件）として設置可能 
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【事業のメリット】 

・公園管理者：民間資金の活用による、整備、管理にかかる財政負担の軽

減 

・公園管理者、利用者：民間の創意工夫を取り入れた整備、管理による、

公園のサービスレベルの向上 

・公園利用者：老朽化施設や質の低下した施設の更新促進による、公園の

利便性、快適性、安全性の向上 

・民間事業者：規模の大きな施設の設置や設置できる期間の長期化による、

長期的視野での投資、経営の実現 

 

（４）横断的連携により活用可能な制度 

① かわまちづくり支援制度 

河川空間とまち空間が融合した良好な空間形成を目指し、地域の景観、

歴史、文化、観光基盤などの資源や地域の創意に富んだ知恵を活かして、

水辺の整備・利用に関する取組を、河川管理者が支援する制度です。 

【推進主体】 

河川管理者と連携して「かわまちづくり」を推進する主体はつぎのいずれ

かです。 

・市町村 

・市町村及び民間事業者 

・市町村を構成員に含む法人格のない協議会 

【登録要件】 

・歴史的風致維持向上計画や観光圏整備実施計画など国による認定が個別

法で規定されており、まちづくりと一体的に良好な河川空間を整備し、

その利活用を図る必要がある河川 

・都市再生整備計画や地方再生計画など国による認定が個別法で規定され

ており、地域活性化や地域振興に関する計画等において、まちづくりと

一体的に良好な河川空間を整備し、その利活用を図る必要がある河川 

・中心市街地活性化、国家戦略特区、地方創生特区及び環境モデル都市な

ど国として積極的に支援している地域活性化施策に関連して良好な河

川空間を整備し、その利活用を図る必要がある河川 

・推進主体が河川空間と一体となったまちづくりを行うために自らが整備

を計画し、良好な河川空間形成のための諸活動を行っている等、推進主

体の熱意が特に高く、河川空間を整備し、その利活用を図る必要がある

河川 
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【かわまちづくり計画】 

推進主体は、河川管理者と共同で「かわまちづくり計画」を作成し、支援

制度の登録を受けます。「かわまちづくり計画」には次の内容を定めます。 

・水辺とまちづくりに関する基本方針 

・支援事業の内容（ソフト施策、ハード施策） 

・その他特筆すべき事項 

【河川管理者が行う支援】 

河川管理者は、支援制度に登録された「かわまちづくり計画」に基づき、

次に掲げる「ソフト施策」、「ハード施策」を行います。 

○ソフト施策 

・推進主体と連携し、「かわまちづくり」の実現に向けて必要となる調査・

検討 

・全国の良好な整備事例やその後の活用について、推進主体への情報提供 

・地域活性化の観点から地域が主体となって実施するイベント施設やオー

プンカフェの設置等、河川空間を活かした賑わい創出や魅力あるまちづ

くりに寄与し、地域のニーズに対応した河川敷地の多様な利用を可能と

するため、準則２２による都市・地域再生等利用区域の指定等を支援 

○ハード施策 

・まちづくりと一体となった治水上及び河川利用上の安全・安心に係る河

川管理施設の整備を、事業着手後、概ね５カ年で積極的に推進 

 

② 森林の保健機能の増進を推進する制度（森林の保健機能の増進に関する

特別措置法） 

森林浴等森林の持つ良さを活かして保健休養の場としての利活用を図る

ため、施設の整備と森林の施業を一体的、計画的に推進する制度です。 

【地域森林計画の変更】 

都道府県知事は、地域森林計画の対象とする森林に対し、全国森林計画に

即して森林の保健機能の増進を図ることが適当と認める場合には、地域森林

計画をたてる際、または地域森林計画を変更する際に、以下のとおり保健機

能森林の区域の基準その他保健機能森林の整備に関する事項を追加して定

めることができます。 

・保健機能森林の区域の基準 

・保健機能森林の区域内の森林における施業の方法の指針 

・保健機能森林の区域内における森林保健施設の整備の指針 

【市町村森林計画の変更】 

市町村の長は、その区域内にある地域森林計画の対象とする森林につき、



 21  

地域森林計画に即して森林の保健機能の増進を図ることが適当と認める場

合には、市町村森林整備計画をたてる際に、または市町村森林整備計画を変

更する際に、以下の事項を追加して定めることができます。 

・保健機能森林の区域 

・保健機能森林の区域内の森林における造林、保育、伐採その他の施業の

方法に関する事項 

・保健機能森林の区域内における森林保健施設の整備に関する事項 

・その他、保健機能森林の管理・運営に関する事項、自然環境の保全及び

国土保全に関する事項等の必要な事項 

【森林経営計画の変更】 

森林経営計画の認定を受けた森林所有者は、森林経営計画の対象とする保

健機能森林の区域内に存在し、かつ農林水産省令で定める基準に適合する森

林がある場合には、森林経営計画を変更し、対象森林に係る「森林保健機能

増進計画」を当該森林経営計画の全部又は一部として定め、市町村の長の認

定を求めることがきでます。 

森林保健機能増進計画には、次の事項を記載する必要があります。 

・森林保健施設の位置、種類、規模、配置、構造、実施時期、維持運営に

関する事項 



 

 



 

   

  



 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 


